
《２０１７年夏季研修会》                 《開催案内》   

「新たなセーフティネット住宅の実践を考える」            

                                    （第１回講座）        

 

と き  ２０１７年７月２９日（土） 午後１時３０分～４時３０分 

 

ところ  新宿区・大久保地域センター・３階・会議室Ａ  

      新宿区大久保２－１２－７ （ＪＲ「新大久保」駅徒歩８分） 

                                              

会場地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参加費】 自治体議員、政党関係者、一般参加 １，０００円。  

開催団体会員・メンバー ５００円                                                                               

 今年の国会で「住宅セーフティネット法改正案」が全会一致で成

立し、この法改正による「新たな住宅制度」が１０月からスター

トします。住宅困窮者・住宅確保要配慮者に対する登録住宅等へ

の対応と実践について、住宅の提供（住宅登録の実際、空き家の

活用・改修）と居住支援の２つのテーマで考えます。この「新た

な住宅制度」については、継続した講座で取り上げる予定です。 

 

【プログラム】      ７月開催の国交省の説明会の内容も報告 

 

第１講 「登録住宅の全体のフローと対応について」 

     坂庭国晴氏（ＮＰＯ住まいの改善センター理事長） 

第２講 「空き家・住宅改修等と中小建設業の役割」 

     星野輝夫氏（中小建設業制度改善協議会会長） 

   （質疑・討論） 

第３講 「居住支援協議会の活動と新たな支援制度」 

     露木尚文氏（豊島区居住支援協議会事務局） 

第４講 「住宅困窮者の住宅確保と居住支援事業について」 

     狩野三枝氏（ＮＰＯコレクティブハウジング社理事） 

   （質疑・討論） 

 

【開催団体】 国民の住まいを守る全国連絡会（住まい連）、 

住まいの貧困に取り組むネットワーク、日本住宅会議（関東会議） 

【連絡先】 ＮＰＯ住まいの改善センター ℡  ０３－３８３７－７６１１ 

       申し込み、氏名・所属記入でｆａｘ ０３－６８０３－０７５５へ   



 

  

 「新たな住宅セーフティネット制度に関する説明会」 

               国交省住宅局が開催 

 

「民間賃貸住宅や空き家等を活用した住宅確保要配慮者向け住宅 

の登録制度等を内容とする『新たな住宅セーフティネット制度』 

に関する説明会を、平成２９年７月３日より全国主要都市７箇所 

において開催します。」（６月８日付住宅局住宅総合整備課） 

対象者：賃貸人（大家）、宅地建物取引業者、賃貸住宅管理業者、 

 家賃債務保証業者、地方公共団体（住宅部局・福祉部局）、福祉 

 医療・介護等に従事する方 など 

主な内容：賃貸住宅の登録制度、家賃債務保証業者の登録制度、 

 登録された住宅の改修・入居への支援措置、居住支援法人の指 

 定、居住支援協議会等への支援措置等の概要等 

講師：国交省、厚労省担当官、開催時間：２時間３０分程度 

日程・開催都市：東京都７月３日、大阪府７月５日、広島県６日、 

  福岡県１０日、宮城県１１日、北海道１３日、愛知県１９日 

申し込み：インターネット、ＦＡＸ、電話で申し込み 

 

 ※上記説明会の内容は、７月２９日（土）開催の夏季研修会 

「新たなセーフティネット住宅の実践を考える」（第１回 

講座）の中で報告予定。 

  

 

 ２０１７年「住宅研究・交流集会」《開催予告》 

 

● 日時 ２０１７年１０月１４日（土）午後１時３０分～ 

● 会場 東京都内の会場    

● テーマ、内容 （いずれも仮題、予定） 

 

   ■「住宅政策の主要問題と転換の課題を考える」■ 

 

◆ 基調講演「住宅政策とセーフティネットをめぐる主な論点、 

転換の課題」 

平山洋介・神戸大学大学院教授 

 

◆ 講演１ 「東京のホームレス実態調査と政策提言」 

       河西奈緒・ＡＲＣＨ代表 

 

◆ 講演２ 「社会住宅ストックと都市・地域づくりの視点」 

       土肥真人・東京工業大学准教授 

 

◆ コーディネーター 中島明子・前和洋女子大学教授 

 

                                     


